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■アンケート結果から（企業の課題） 

・人材育成、確保[企業の弱み] 

・販路開拓などの営業力[企業の弱み] 

・価格競争力[企業の弱み] 

・売上、利益の減少 

・人材不足 

・新規の顧客開拓 

・設備更新 

・価格転嫁 

・生産性の向上 

・新たな事業柱の構築、新製品・技術の開発 

・働き方改革への対応 

・事業承継 

・市の産業施策を利用したことがない。どのような施策があるか分からない。 

③価格転嫁ができた主な要因 

・取引先との信頼関係を構築 

・エビデンスに基づく透明な交渉 

・国の指導や業界全体での値上げの動き 

・商品ごとの見積もりによる価格調整 

・独自技術やブランドの強み

②生産性向上に取り組めていない主な要因 

・資金不足で設備投資が困難 

・指導できるスタッフが不足、高齢化 

・従業員が旧来の方法や固定観念に固執 

・老朽化した設備がありスペースが不足 

・IT 知識が不足しており人材も不在 

①人員の過不足を解消できない主な要因 

・応募者自体が無い 

・人材育成ができないまま離職される 

・資金的に好待遇が難しい 

・若い世代の製造業への関心が低い 

・労働条件が大手と比べて劣る 

【自由記述から】 

特に課題と感じる「人材不足」「生産性向上」「価格転嫁」について自由記述から分析する。 

■市内企業を取り巻く環境の変化や課題の整理 

■日本経済の構造変化 

少子高齢化による人手不足や原材料価格の高騰、国際競争の激化など、企業を取り巻く環境は大きく変化している。また、デジ 

タル化や脱炭素といった社会の変化にも対応が求められており、中小企業にとって事業の転換や人材育成が急務となっている。 

日本の経済・社会構造の中長期的な変化（人口減少やそれに伴う需給等）と近時の変化（コストアップ・賃上げ等）への対応が 

求められる転換点を迎えており、市内企業自身の持続的な変革への対応力向上とともに、（企業単独では対応が難しい）地域資源を 

活用した企業を支える仕組みづくりが重要である。 

なお、市内製造業の景況ＤⅠは、直近１年間でマイナス３０～マイナス４０を推移している一方、賃金上昇率が高水準で推移し 

ている。 

（中小企業の経営課題・社会の変化に係るキーワード） 

・少子高齢化、人口減少        ・構造的な人手不足       ・３０年ぶりの賃上げ 

・原材料、エネルギーコスト等の上昇（価格転嫁）   ・ＤＸの進展   ・生成ＡⅠの活用 

・カーボンニュートラル        ・ＧＸの重要性の高まり     ・サーキュラーエコノミー（循環型社会）  

・多様な人材活用、人材のシェアリング ・働き方改革          ・ウェルビーイング社会への貢献 

・地域資源の再価値／継承（人材・設備・仕事など）           ・サプライチェーンの強靭化、再構築 

・第２創業、スタートアップ      ・サステナビリティ、持続可能  ・アップサイクル 

・エコシステム            ・オープンイノベーション    ・ロボティクス 自動化 

・アジャイル生産（生産プロセスの柔軟化と短縮） 

■中小企業白書や経産省のＲ６中小企業支援計画からの抜粋情報 

・企業家志向を持つ企業は、危機対応でも再成長や変化対応を目指して新たなチャ 

レンジを受け入れて成長を図っている。 

・健全な経営に向けた能力構築、準備が必要。販路開拓の戦略や事業計画の策定、 

マーケティング視点を入れた開発など。 

・事業承継の時は新陳代謝を図りやすい。経営者が若返ったときにⅠＴ化の対応や 

設備の拡充など。 

・企業が行う外向けの情報発信が需要や資源獲得につながる。 

・就業者数の減少が予測される中、人手に依存しないオペレーションの構築や設備 

投資に対する視点も重要。 

・賃上げの原資確保を進めるためにも、価格転嫁率向上のための取組みが重要。 

個々の製品やサービスごとのコストを把握している事業者ほど価格に反映でき 

ている。 

・サプライチェーン全体の排出量削減の動きが出てきており、脱炭素化を進める 

ニーズは高い。 

・変化する外部環境の中、現状を維持するためにも、新たな需要獲得、付加価値を 

高めることが重要。広告や動画等を活用した採用活動が、人材確保に繋がっている。 

・他の支援機関でも活用できる施策がある。連携により支援体制の強化に取り組む 

ことが効果的である。
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■部会での意見（企業の課題・求められるサポートなど） 

・「東大阪は町工場のまち」というイメージを変えて欲しい。「技術力が高い工場が集積している」といった伝え方をしていくことが大切。 

・小規模事業者では１～３ヶ月先、規模が大きい企業は数年先の課題が挙がってきているという印象。 

中規模以上の企業が抱える課題であっても、それは小規模事業者にとっては長い目でみると取り組んでいく必要がある課題であると言える。

・「製造業の集積」にメリットを感じている企業が多く、域内での受発注が活発であり、その点が東大阪市の特徴でもあり強みとなっている。 

・２，３代目の経営者層に対し、コミュニティづくりにつながる最初のきっかけや仕組みづくりのサポートがあれば。 

・市内企業の９割が小規模事業者だが、独自の技術を持っているというのが東大阪の特徴。このような小規模企業が欠けるとサプライチェーンへの影響が大きい。 

・経営者同士のネットワーキングが重要であるが、コロナの影響により企業同士の交流が制限され、周辺企業の近況を知る機会が減っている。 

・とりわけ小規模企業において、事業の廃業を考えるというマインドに入ってしまっている。 

市として、そういった企業に対しては、直接的な金銭面での支援ではなく、ネットワークを活かしてどう仕事につなげていくのかといったサポートが必要ではないか。 

・企業同士のネットワークを活発化させることで、小規模企業も大規模企業もＷⅠＮＷⅠＮになるような、地域に根付いた事業が良いのではないか。 

計画的に休業、廃業を進め、地域内で仕事を引き継いでいく支援が今の時代には重要であると考える。 

・キーワードは「継続」である。単年度ではなく、２～３年は続けていかないと本当の意味での関係性は築くことができない。 

・「情報収集のしやすさ」も東大阪の良さである。 

・地域のネットワークを活用しており、さらに拡大していきたいと考えている企業が多い。 

・「オープンファクトリー」がネットワーキングのきっかけになっていると感じている。 

・自社の技術がどういった分野で活用できるのかを知りたい。他業界とのマッチングや市内企業のシーズを紹介する機会が求められる。 

・「技術の適正価格」を知ることが重要。本来高い値段で売れるはずの仕事も、小規模企業は価格の上げ方や顧客の拡大ができず、取引先からの言い値で受けてしまっているケースが多い。 

・やっとの思いで価格転嫁をしても、また次の価格転嫁を考えなくてはならない状況が続いている。→環境変化に対応した柔軟な支援メニューの提供 

・製造業で働く者にとって基盤となる資格（技能検定３級など）について、市内企業へ就職する人は皆が取得できるように環境を整えることができれば、地域として人材育成の環境を整える取り組みはアピールになる。 

企業ＯＢの活躍の場にもなる。 

・「売上の減少」と「人材不足」に課題を感じている企業が多く、人材不足が解消されれば、売り上げを伸ばすチャンスがあるとも捉えることが出来る。 

・大手企業の賃上げの影響により、中小企業の離職をどう防ぐかも大きなテーマである。 

・東大阪で働くことについての安心感やメリットを出すためのサポートが必要ではないか。 

・働き方改革へ対応するためには、従業員数を増やしていかないと持たない。 

・若者にモノづくりの醍醐味を感じてもらうため、体験型の機会が必要。 

・住工共生の取り組みについて、住民と企業の間に入り、仲介するような役割や機能を整備できないか。 

・SDGs や操業環境の保全に対応できない企業は淘汰される時代になってきている。

・社会の変化に対応できていない企業にきちんと情報を届け、支援の活用を提案できると良い。 

・移転や廃業は、まち単位で考えると、その地域から仕事が流出していることを意味している。 

そういった観点から、円滑な廃業のサポートを考えていく時期に来ていると感じている。 

・東大阪全体で受注している仕事をいかに地域内で引き継いでいけるのか、機会損失にしないようにすることが重要である。 

事業承継に係る取り組みの中で、廃業を考えている経営者も対象としていくなど工夫が必要ではないか。 

・海外市場を含め、販路開拓については、マッチングの機会をいかに多く作り出すかに尽きる（展示会や商談会の機会提供） 

・「海外との取引」について、国内市場が縮小するなかで目を向けていかなければならないものの、貿易手続き・法律・商慣習の違いにより中小企業にはハードルが高いと感じる。 
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■従業員規模別の傾向・分析

●4人以下＝126 5～9 人＝108 10～19 人＝106 20～49人＝113 50 以上＝84 の 5区分で設定 

企業規模回答数

業績 

設備投資 

の計画 

事業の見通し 

価格転嫁 生産性の向上 
海外企業 

との取引 

直面する課題（割合高い順） 

受注量 受注単価 営業利益 拡大⇔縮小 

特定分野注力 

事業譲渡 

休業・廃業 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

売上利益 

の減少 
人材不足 

新規顧客 

の開拓 
設備更新 価格転嫁 人材育成 

生産性 

向上 

４人 

以下 
126 

「減少」の

割合高い 

「増加」の

割合低い 

「増加」の

割合低い 

「有」の

割合低い 

「拡大」の割合低く、

「縮小」の割合高い 

「休業・廃業」の 

割合高い 

「出来ていない」

割合が高い傾向 

「対応できていない」

割合が高い 

必要性を 

感じていない

① 

割合高い
 ② ⑤ 

③ 

割合高い

5－9 人 108 

「横ばい」

「減少」の

割合が高い

「事業譲渡」 

「休業・廃業」の 

割合高い

  ② ① ③ ④  ⑤  

10－19 人 106   
「特定分野への注力」

「事業譲渡」の割合高い
① ② 

③ 

割合高い
⑤   ④ 

20－49 人 113    
「特定分野への注力」 

の割合高い
   ② ① ⑤ ④  ③  

50 人 

以上 
84  

「増加」の

割合高い

「有」の 

割合高い

「拡大」の割合高く、

「縮小」の割合低い

「特定分野への注力」 

の割合高い
   ③ 

① 

割合高い
⑤  

④ 

割合高い

② 

割合高い

 ●認識している課題について、従業員規模別に傾向が見られる。 

   ・受 注 量：小規模企業ほど「減少」の割合が高い傾向 

・受注単価：「50 人以上」だけ「増加」の割合が最も高い（他は「横ばい」が最も高い） 

       他の規模に比べ「4人以下」の「増加」の割合が低い 

   ・営業利益：規模に関係なく「横ばい」「減少」の割合が高い 

他の規模に比べ「4人以下」の「増加」の割合が低い 

・設備計画：企業規模が大きくなるほど「計画有」の割合が高くなる 

・見通し：※規模別で見通しが異なる 

         ・事業規模の「拡大」や「維持」「縮小」の見通しは、従業員規模と比例する 

         ・「10-99 人」の中規模企業において、「特定分野注力」が高い傾向 

         ・「9人以下」の小規模企業において、「事業の譲渡」「休廃・廃業」が高い傾向 

   ・価 格 転 嫁：小規模企業ほど「対応できていない」割合が高い傾向 

   ・生産性向上：小規模企業ほど「対応できていない」割合が高い傾向 

   ・海 外 取 引：小規模企業ほど「必要性を感じない」割合が高い傾向 

直面する課題 

規模別で若干の傾向はあるものの、全ての規模の企業で特定の課題に集中している 

＜全体で割合が高い順＞ 

１「売上利益の減少」：全ての規模の企業で割合が高く、特に「4人以下」の企業において割合が高い 

２「人材不足」：「5 人以上」の企業において割合が高く、「50人以上」の大規模企業ほど高い傾向にある 

３「新規顧客」：全ての規模の企業が認識しており、「4人以下」の企業において優先順位が２番目となっている 

４「設備更新」：全ての規模の企業が認識しており、優先順位は４～５番目となっている 

５「価格転嫁」：「4 人以下」と「50 人以上」の企業において割合が高い傾向 

 ６「人材育成」：企業規模が大きくなるほど高い傾向にあり、「20 人以上」の企業において優先順位が高い 

７「生産性向上」：全ての規模の企業で認識している。「10-19 人」の企業において優先順位が高い 
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東大阪市内製造業へのヒアリング内容

【各課題事項／市への意見・要望・ニーズについて】 

事業承継 

サプライチェーンの 

見直し 

・協力工場は確実に減少している。東大阪市内でこの 1 2 年に 2社が廃業。 

特に従業員 4人以下の企業は手遅れとの見解。 

主な理由として、 

①中国企業が安価で高品質製品を提供するように 

②発注側がリスクヘッジでサプライチェーンを見直し中 

・5年後に存続不明な零細企業は、徐々に取引を減らされている。 

・自治体の対応は 10 年遅いとの声。 

設備投資 
・省エネ補助金の対象に合致しない設備が多い。金型更新や特注設備への補助が必要。 

・東大阪の企業はカスタマイズ機械を多用、一般的な補助制度ではカバーできない実態。

新規事業 

同業他社との協業 

・前期は過去最高の売上・利益を記録。勝因は「敵をなくす」こと。 

  同業他社と協業し、リソースを持ち寄って新規事業を展開。 

商品の中身を共通にし、パッケージだけ変えて産業用・一般用に展開。 

生産効率・在庫管理を改善。 

人材不足・定着 ・積極採用は行わず、「働きたいと思える職場づくり」を重視。離職者はほぼゼロ。 

ＡＩの活用 

・AI はまだ勉強中。便利になりそうな概念は分かるが、自社の事業に落とし込む正解 

の形がまだ分からない。導入時は、ⅠＴ人材の採用はせず、外注を前提。 

・市には「使う側目線」での具体的事例動画の発信を希望。 

モノづくりの魅力発信 
・YouTube 番組「プロセス X」との連携を提案。同社の取材動画は現在約 80 万回再生。 

 スタッフ２名が来て、撮影もすぐ終わる。経費も掛からない。 

施策の見える化 
・市のモノづくり支援室の取り組みが伝わってこない。 

・価格転嫁の件で、昨年、中小企業庁と公正取引委員会の担当者は２回来訪があった。 

■Ａ社 

面談者：代表取締役 

年 齢：５０代 

世 代：３代目 

従業員数：20－49 人 

事業内容：文房具メーカー 

事業形態：メーカー／ＯＥＭ／一部商社 商流としては「ＢtoＢtoＣ」
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【各課題事項／市への意見・要望・ニーズについて】 

周辺企業との 

ネットワーク 

 ・以前は数社市内企業との取引があったが、廃業してしまい、現在はほとんど取引が無い。

 ・現在は、平野区や八尾市の企業との取引が多い。 

 ・協業出来そうな企業があれば紹介して欲しい。→２社紹介 

設備投資 

・設備投資補助金の対象設備が金属加工業に偏っている印象。他業種への対応も拡充を。 

・空調設備について、現在は「更新」のみ対象。熱中症対策が義務化されている中で、 

「新規導入」も補助対象とすべき。環境改善のための支援が必要。 

住工混在 ・最近、近接工場の閉鎖に伴い跡地を取得。目的は工場の手狭解消と住宅建設への防衛策。

新規事業 

自社商品の開発 

・自社開発製品も全て顧客ブランドで市場に出ている。実質 OEM の形態が中心。 

・自社ブランドでの製品開発・販売を強化し、メーカーとしての地位を確立したい。 

人材不足・採用難 

・工事現場の施工人材の不足が深刻。有効求人倍率は約 7倍。 

特に大手との待遇格差は大きく、中小企業では太刀打ち困難。 

現在の担い手は 50 60 代が中心。 

10 20 年後には業界全体が存続の危機に直面する恐れあり。 

・公共工事の予算を増やし、業界の持続性確保と中小企業の受注機会を支えてほしい。 

ＡＩの活用 

・AI は企業によって向き・不向きがある。小ロット・多品種対応の当社は、現時点では 

効果が見込めず、必要性を感じていない。 

・仕事の性質・ボリューム・人材構成・コストと成果のバランスを重視して検討したい。 

■Ｂ社 

面談者：代表取締役 

年 齢：４０代 

世 代：４代目 

従業員数：20－49 人 

事業内容：ゴム、各種樹脂製工業用品製造 

事業形態：発注者の図面に基づき加工／ＯＤＭ・ＯＥＭ／一部自社製品の施工（工事部門あり） 

     商流は「ＢtoＢ」のみ。 



【各課題事項／市への意見・要望・ニーズについて】 

事業承継 

・先代が逝去し、1 年前に事業承継。継ぐかどうか長く悩んだが決断。 

・零細製造業の承継には不安の声が多いが、「できないことはない」と伝えたい。

・同じ境遇の人に向けて前向きな情報発信をしたい。 

価格転嫁 

（経費削減） 

・約 7割の取引先と価格転嫁を完了。 

・交渉力を養う目的で取引金額の小さい相手から順次対応。 

・残りは相手が無理な要求をしてきたタイミングを狙い交渉する予定。 

・転嫁交渉を機に電力契約など社内経費を見直し。年間 80 万円（約 20％）の削減に成功。

受注状況 

販路開拓 

周辺企業とのつながり 

・商社経由でトヨタ・三菱に自動車部品を納入。 

・取引先 1社から自動車部品の注文が 4月から停止。関税の影響と思われる。 

・自前で自社 HP を作成 

・業界内の集まり（ゴルフなど）には積極的に参加し、人脈形成。 

→それをきっかけに市内同業者から受注実績あり。 

・若手経営者や承継予定者との交流を希望。悩みやトレンドを情報共有したい。 

人材不足 

・現在のところ感じていない。 

・今作っている製品は社会のどこに使われているのかを伝えることで、従業員のモチベー

ション向上につながっている。例）インドの高速鉄道など 

ＡＩの活用 ・ChatGPT を見積書作成、作業管理、壁打ち相手として活用。事務の効率化を実感。 

■Ｃ社 

面談者：代表取締役 

年 齢：２０代 

世 代：４代目 

従業員数：４人以下 

事業内容：伸線業・異形線 

事業形態：発注者の図面に基づき加工／発注者の仕様に基づき設計、図面等を作成し、生産 



【各課題事項／市への意見・要望・ニーズについて】 

従業員の意識変化 

生産性の低下 

・コロナ禍以降、従業員の仕事へのモチベーションが低下。工程を早める姿勢が薄れ、 

生産性が下がっている。 

・仕事量が減っていることも一因だが、具体的な改善策が見いだせていない。 

・意識改革に苦慮している。 

設備投資 

・「中古設備」も補助金の対象にしてほしい。 

・また、補助金の事前申請制度では、設備導入のタイミングが合わない。 

導入が後手に回るケース多数。 

・設備導入後の事後申請を可能にしてほしい。周囲の企業でも「補助金設備が使われて 

いない」という声がある。現場のニーズを反映した柔軟な制度運用を希望。 

周辺企業とのつながり 
・徐々に減ってきているものの、約５０社と取引関係にある。 

・近隣の企業とも交流がある。 

顧客開拓 

・口コミや紹介が中心。「以前の取引先が廃業したので探している」という案件も多い。

・ホームページでの情報発信には消極的。SEO 対策などに予算をかけられない。 

・代表の弟が営業担当。価格交渉中心の「購買部門」ではなく、生産現場に足を運び、 

現場の課題やニーズに対応する営業手法を重視している。 

人材不足 

・民間求人サイトでは希望人材が集まらず、ハローワークも人の質に課題あり。 

・約 10 年前からベトナム人技能実習生を受け入れ、これまでに約 10 名が入れ替わった。

現在は 3名在籍中。定着に難しさを感じている。 

■Ｄ社 

面談者：代表取締役 

年 齢：６０代 

世 代：２代目 

従業員数：10～19 人 

事業内容：切削加工・研磨加工・生産用機械等の部品加工 

事業形態：発注者の図面に基づき加工 



持続的成長に向けた高付加価値化支援

地域産業の未来を担う人材育成と事業承継の強化

環境変化に対応できる柔軟な地域産業基盤の整備・強化

多様化する市場に向けた販路開拓・拡大支援

市場の縮小、資源高、人手不足、脱炭素化社会への対応など、多様な課題に直面して
おり、こうした課題に個別に対応するだけでは十分と言えず、持続的に成長するために
は、自社の強みを活かしながら「付加価値」を高める取り組みが不可欠である。そうし
たことから「高付加価値化」に「持続的な成長」を要素に加え、技術・開発力の高度化、
新事業創出、大学等との連携、ＤＸなど一体的に進めることで、地域産業の持続的な競
争力強化を図る。

売上・利益の減少

人手不足 人材育成・定着

新規顧客開拓

異分野への参入

生産性向上

価格転嫁

原材料・エネルギー高

新事業の構築

新製品・技術の開発

働き方改革への対応

事業承継 技術継承

海外との取引

生産現場の自動化

ⅠＴ／ＤＸ

脱炭素（ＧＸ）

ＳＤＧｓ

経営者の高齢化や若年層の製造業離れにより、技能継承・事業承継の課題が深刻化し
ている。加えて、デジタル化やカーボンニュートラルへの対応など経営環境の変化に即
した次世代人材の育成・定着も急務となっている。こうした背景から、「地域産業の未
来を担う人材育成と事業承継の強化」を柱として設定し、企業・支援機関・教育機関・
専門家等との連携を通じ、若者の定着促進や技能継承の場の整備、事業承継関連の支援
強化などを進める。

市内企業を取り巻く経営環境は、デジタル化や脱炭素化といった大きな社会構造の転
換に加え、地政学的リスクやサプライチェーンの再編など、複層的な変化に直面してい
る。こうした状況の中で、本市が推進する「住工共生のまちづくり」をはじめとした操
業環境の整備に資する各種取り組みは、環境変化に対応する足場としても重要な役割を
果たすと考える。産業と暮らしが共存できるまちづくりを通じて、企業の競争力と市民
生活の調和を図る本市独自のアプローチを深化させながら、柔軟でしなやかな地域産業
構造の構築を進める。

国内市場の縮小や顧客ニーズの高度化・多様化が進む中、市内モノづくり企業が持続
的に成長するには、既存の取引先に依存せず、新たな市場や販路の開拓に主体的に取り
組む必要がある。異分野への参入、デジタル活用、海外展開など、販路拡大の手法も多
様化する一方で、中小企業にはそれらを実行するためのリソースが不足している。こう
した背景を踏まえ、自社技術や製品の価値を市場に的確に伝えられる力の育成と支援体
制の強化により、企業の収益力の向上を図り、次の投資アクションへつながる好循環を
生み出す。

東大阪の企業間ネットワークは、地域産業の強化に欠かせない基盤であり、最大の特長
である。技術や資源を補完し合うことで、企業単独では対応しづらい高度なニーズにも応
えられる体制や連携を通じた技能継承や若手技術者の育成・確保にもつながり、地域全体
の人材基盤の強化にもつながる。さらに、共同での展示会出展や情報発信により、販路開
拓や「モノづくりのまち東大阪」としてブランド力向上につながるなど、多面的な効果を
生むネットワークの構築・支援は、地域産業の持続的発展に不可欠である。

●令和６年度実態調査から 市内企業との取引関係がある：85.7%
新しい企業とのつながりを求める：71.2%

次世代人材の育成

地域ネットワーク

住工混在

従業員の住環境

廃業・休業

環境変化への対応

高付加価値化

魅力の発信

ブランディング

ⅠＴ／ＤＸ

脱炭素（ＧＸ）

大学との連携

設備更新

デジタル
マーケティング

企業間ネットワークの
構築・強化

規模別の課題

環境変化への対応

①「従業員規模別」「課題別」を意識した支援メニューの提供

・経営相談員による経営分析、課題の確認、アドバイス等を実施
・課題に応じて適切なサポート情報を提供、提案
・とりわけ従業員規模が小さい企業ほど経営環境は厳しい傾向に

あり、適切なサポートを提供
●小規模企業（9人以下）70.4%／中規模企業（10人以上）29.6%

②市内企業に情報を確実に届ける
支援機関との連携・ＨＵＢ機能（橋渡し）の強化

・商工会議所、金融機関、税理士等との連携による情報発信
・国・府・支援機関等との連携強化
・市内企業が活用できる支援情報の収集と提供

③環境変化に対応した柔軟な支援メニューを提供

経営環境を取り巻く急速な変化に対応するため、
必要と考えられる支援については、スピード感
を持って反映、実施していく。

短期的課題
中長期的課題

製造業の集積

サプライチェーン

情報が適正に
届いていない

支援メニューが
活用されていない

若者の製造業ばなれ

・ビジネスセミナー
・インターンシップ支援事業
・次世代モノづくり人材の育成（モノづくり体験塾・小学校への出前授業・少年少女発明クラブ）
・外国人材の活用（日本貿易振興機構などとの連携）
・デジタル人材、副業、兼業人材やシニア技術者の活用
・事業承継、Ｍ＆Ａ関連事業（東大阪商工会議所／大阪府事業承継・引継ぎセンターとの連携）
・人材の採用、育成、定着に関わる事業（労働雇用政策室）

・住工共生のまちづくり条例に基づく各種事業
・設備導入、更新に関わる事業（設備投資支援事業）
・生産性向上（生産性向上支援事業）
・製造現場の自動化
・ＤＸ／ⅠＴ導入支援事業
・取引先の廃業等によるサプライチェーンの見直し支援

・東大阪市技術交流プラザ
・販路開拓コーディネーターによるサポート（ワンストップ相談事業）
・東大阪ブランド推進事業
・展示会、商談会関連事業（専門見本市共同出展・テクノメッセ開催事業・出展補助金）
・包括連携、業務提携（JETRO・伊藤忠商事・大阪大学・大阪歯科大学・中之島クロス等）
・海外販路、デジタルマーケティング
・スタートアップ企業案件の受け皿

・東大阪ブランド推進事業
・モノづくり企業ネットワーク構築事業
・異業種交流連絡協議会事業
・モノづくり補助金（経営力向上枠）
・オープンファクトリー
・東大阪商工会議所、大阪産業局等との連携

【共通柱】地域基盤・特長

地域資源・優位性

ブランディング

課題の分析・方針検討の視点

市内企業が直面する課題

施策の方向性と考え方（進化・深化・充実・補完）

・新事業の立ち上げ（高付加化価値化促進事業＜補助金＞）
・成長産業への参入（医工連携プロジェクト創出事業）
・デザイン製品の開発（デザインプロジェクト事業）
・産官学金連携事業
・生産性向上（生産性向上支援事業）
・技術コーディネーターによるサポート（ワンストップ相談事業）
・産業技術支援センターでの技術相談、機器利用
・創業関連事業（創業促進インキュベーション支援事業）
・知的財産関連事業（産業財産権活用支援事業）
・マーケティング関連事業（中小機構・大阪産業局など）
・デジタル化やカーボンニュートラルへの対応

新たな事業柱の設定

・脱炭素推進事業
・物価上昇に対する関連施策
・オープンファクトリー
・（公財）東大阪市産業創造勤労者支援機構
・東大阪市立産業技術支援センター

未来志向の新たなモノづくり支援施策の体系（案）

取引先の廃業

資料３ー１



企業間ネットワークの
構築・強化

環境変化に対応できる
柔軟な地域産業基盤の整備

地域産業の未来を担う人材
育成と事業承継の強化

持続的成長に向けた
高付加価値支援

多様化する市場に向けた
販路開拓・拡大支援

●作る力
●価値を高める力
●価値を生み出す力
●価値に変える力
●差を生み出す力
●利益を生む力
●選ばれる（選ばれ続ける）力
●深堀する力

●人を育てる力
●受け継ぐ力
●未来をつくる（託す）力
●技術をつなぐ力
●地域を育む

●守る力
●変化に対応する力
●共生の力
●集積の力
●産業を支える力
●生活を守る力
●リスクに備える力

●魅せる力
●市場のニーズを捉えるの力
●伝える力
●売る力
●稼ぐ力
●突破する力

【基盤】 【成長】

【市場対応】【次世代へ】

【地域資源】

●つながる力
●つなげる力
●支え合う力
●結びつく力
●高め合う力
●響き合う力
●補いあう力

資料３ー２



令和６年度 東大阪市製造業に関する実態・ニーズ調査 × モノづくり支援室支援施策マップ

●横軸：市内企業の主な課題・弱み（設問９・１４・１６から記載） 

●縦軸：支援施策のカテゴリー 

●表内：該当するモノづくり支援室支援施策を記載 

事業柱 Ⅰ：高付加価値化 
Ⅱ：モノづくり人材の育成・

確保、事業承継の促進 
Ⅲ：操業環境の維持・確保 Ⅳ：販路開拓支援 Ⅴ：その他支援 

新製品・技術の開発 

新たな事業柱の構築 

人材不足 

人材育成・確保 

働き方改革への対応 

事業承継 

操業環境の悪化 

（住工共生） 

売上・利益の減少 

新規の顧客開拓・営業力 

価格転嫁 

価格競争力 

海外との取引 

設備投資・更新 

生産性の向上 

脱炭素社会への対応 

SDGs への対応 

補助金 

③医工連携プロジェクト創出事業

⑤高付加化価値化促進事業 

（製品開発） 

⑥創業促進インキュベーション

支援事業 

⑦産業財産権活用支援事業 

 ⑯住工共生のまちづくり事業 

・工場移転支援補助金 

・相隣環境対策支援補助金 

・事業用地継承支援対策補助金 

・住工共生まちづくり立地促進補助金 

・住工共生まちづくり活動支援補助金

 展示会出展支援事業

 クリエイションコア常設展示場

出展支援事業 

 中小企業設備投資

支援事業 

大阪・関西万博参画 

支援事業 

ビジネスマッチング 

など機会提供 

②高付加価値新製品開発事業 

③医工連携プロジェクト創出事業 

④産学官金連携事業 

  モノづくり企業ネットワーク構築事業  中小企業研究交流センター事業

 産業振興ＰＲ事業

 東大阪市技術交流プラザ

 東大阪ブランド推進事業

 包括連携協定・業務提携 

（JETRO・伊藤忠商事など） 

 モノづくりワンストップ推進事業

専門見本市等共同出展事業 

 テクノメッセ東大阪開催事業

 ラグビーグッズ販売促進事業

 ＤＸ／ⅠＴ導入支援

事業（展示会） 

大阪・関西万博参画 

支援事業 

セミナー 

イベント 

体験 

⑧モノづくり開発研究会支援事業 

⑨モノづくり教育支援事業 

⑩少年少女発明クラブ補助金 

⑪モノづくり体験塾 

⑫ビジネスセミナー開催事業 

⑬事業承継総合支援事業 

⑭インターンシップ支援事業 

※労働雇用政策室事業あり 

⑮オープンファクトリー 

 中小企業研究交流センター事業

 工業振興月間事業

異業種交流連絡協議会事業 

  生産性向上支援事業

 ＤＸ／ⅠＴ導入支援

事業 

 中小企業脱炭素

推進事業 

相談 

専門家派遣 

①東大阪デザインプロジェクト事業

③医工連携プロジェクト創出事業 

⑬事業承継総合支援事業

※労働雇用政策室事業あり 

  包括連携協定・業務提携 

（大阪大学・大阪歯科大など） 

 モノづくりワンストップ推進事業

 生産現場自動化推進

プロジェクト事業 

 生産性向上支援事業

ネットワーキング 
周辺企業とのつながり

⑤高付加化価値化 

 促進事業 

(経営力向上）

 東大阪ブランド

推進事業 

⑮オープンファクトリー 

 モノづくり企業ネット

ワーク構築事業 

 異業種交流連絡協議会

事業

資料４ 
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モノづくり支援室の支援施策 
  都市魅力産業スポーツ部 モノづくり支援室 

予算、決算は千円単位 

Ⅰ．高付加価値化に向けた支援の強化 
新製品、新技術開発への支援や医療等の成長分野への参入支援、産学官金連携支援などを総合的に講じることに
より、市内モノづくり企業の生産性の向上とともに更なる高付加価値化を促進する。 

１．東大阪デザインプロジェクト事業                 R5 予算 2,400 R5決算見込 2,400
平成 22年度より事業開始。世界で高く評価される工業
デザイナー喜多俊之氏を本市デザインクリエイティブ
アドバイザーとして迎え、市内企業にデザインの重要
性の啓発や指導を行うもの。 

２．高付加価値新製品開発支援事業                 R5 予算 12,152 R5決算見込 12,152
市内企業とデザイナーとのマッチング機会を創出
し、下請加工や部品製造業から最終製品製造業移行
を目指した製品開発支援。 

３．医工連携プロジェクト創出事業           R5 予算 11,222 R5決算見込 11,222

市内企業の高い技術力やネットワークを活かした医療機器や
関連周辺器具の開発を支援する。また、市内モノづくり企業の 
医療・健康・介護分野への参入促進を図る。 

４．産学官金連携事業                                
大学や金融機関など、異分野の組織と協働して、新しい技術や
商品、サービス、ビジネスモデルなどの創出を通じて、地域経
済や地域社会の発展を促進する。市では、双方のマッチング機
会を創出し、開発製品のＰＲを実施。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①セミナー 
②個別相談 

①3 回開催／23 社参加 
②4 社 

Ｒ５ 
①セミナー 
②個別相談 

①2 回開催／17 社参加 
②2 社 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ３ 公募と企業選定 応募 6社
Ｒ４ デザイナーとのマッチング、製品開発 ４社 
Ｒ５ 製品発表 ３社

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 医療機器関連相談案件数 69 件 
Ｒ５ 医療機器関連相談案件数 54 件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 学生とのマッチング件数 3 件 
Ｒ５ 学生とのマッチング件数 ４件 

資料５ 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

５．高付加価値化促進事業（モノづくり支援補助事業）   R5 予算 4,302 R5 決算見込 4,302

市内中小企業者又は市内中小企業者 2 社以上が共同して行う
新たな技術の研究や新製品の開発に向けた取り組み及び市内
中小企業を中心に構成する企業グループが行う経営力の向上
に資する調査研究や講習会の開催に対して助成金を交付す
る。実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

６．創業促進インキュベーション支援事業（モノづくり支援補助事業） 
R5予算 9,789 R5決算見込 9,789

 (独)中小企業基盤整備機構の公的賃借施設「クリエイション・
コア東大阪」のインキュベートルームに入居した者のうち本
市の工業集積等を活用して新製品・新技術の開発や新事業の
創出を図る中小企業者等に対して、入居にかかる賃借料の一
部を助成する事により本市内における創業を促すもの。 
実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

７．産業財産権活用支援事業（モノづくり支援補助事業）    R5 予算 300 R5 決算見込 300 
特許法（昭和34年 4月 13 日法律第 121 号）に規定されてい
る特許権の国内での取得費用に対して助成金を交付すること
で、市内製造業の開発した新技術・新製品に関する産業財産権
の保護及び権利化を促進させ、競争力強化及び事業活動の振
興を図るもの。実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 11 件 
Ｒ５ 助成金交付件数 9件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 14 室 
Ｒ５ 助成金交付件数 12 室 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 3 件 
Ｒ５ 助成金交付件数 1 件 
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Ⅱ．モノづくり人材の育成・確保、事業承継の促進 
小～大学生の若年層向けモノづくり体験学習や、現役の技術者に向けた技能向上セミナー、円滑な事業承継に向
けた支援事業などを通じ、幅広い世代においてモノづくり人材の育成、確保を目指す。 

８．モノづくり開発研究会支援事業                         R5 予算 350 R5決算見込 350
厳しい競争環境の中で中小企業が活力を維持・向上していく
ための一助として、基盤技術強化・新技術開発・新分野進出、 
並びに人材育成等の支援に取り組む。 (地独)大阪産業技術研
究所などの支援機関の協力を得ながら、測定機器の利用技術
を含む実習とテーマに即した講義と組み合わせて開催してい 
る。 

９．モノづくり教育支援事業                             R5 予算 5,800 R5決算見込 5,800
将来の東大阪を担う人材の育成を図るもの。市内の小学校3年
生～6 年生を対象に総合体験学習の一環としてモノづくり体
験教室を行っている。市内企業の協力を得て、小学校へモノづ
くり学習の講師派遣を行っている。 

１０．東大阪少年少女発明クラブ補助金                     R5 予算 568 R5 決算見込 568
将来のモノづくり人材の育成を目的として市内在住の小学校
5 年生～中学校 2 年生向けに科学的な興味、関心を追求する
場を提供する。自由な環境の中で創作活動を行い作品を完成
させる喜びを体得させ、科学的発想に基づく生活態度を育成
すると共に、創造性豊かな人間形成を図る。 

１１．モノづくり体験塾                                      
高校生や大学生等を対象に、モノづくり体験塾での体験学習
等を通じて、地域企業と住民、高校・大学校等の教育機関、行
政等が交流することにより、東大阪のモノづくりで活躍し得
る「人材」を発掘し、若者等の就職支援に繋げる。実施主体は
21 世紀ものづくり中小企業協同組合。市では成果発表会の機
会を提供。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ プログラム受講生数 23 名 
Ｒ５ プログラム受講生数 17 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 体験した延べ児童数 4,068 名 
Ｒ５ 体験した延べ児童数 4,007 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 参加人数 21 名 
Ｒ５ 参加人数 20 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①受入企業数 
②参加人数 

①5 社 
②6 名 

Ｒ５ 
①受入企業数 
②参加人数 

①5 社 
②未確認 
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１２．ビジネスセミナー開催事業（モノづくり支援補助事業）   R5 予算 800 R5 決算見込 800
（公財）東大阪市産業創造勤労者支援機構による各
種テーマ（営業・経営・法律・IT等のテーマ）に応じ
たビジネスセミナー開催経費について補助する。 
実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

１３．事業承継総合支援事業                             R5 予算 9,000 R5決算見込 9,000
後継者がいない、事業承継が円滑に進まないなどにより、市内
企業における技術、技能等を含む経営資源の喪失を防ぐため
に、東大阪商工会議所内に相談窓口を設け、セミナー開催や訪
問型の相談を実施し、事業承継に関し総合的に支援を行う。 

１４．インターンシップ支援事業                           R5 予算 250 R5決算見込 250
大阪府下を中心に大学、高等専門学校、高校などへインターン
生受入を希望する市内モノづくり企業を掲載したガイドブッ
クを配布し、インターンシップ生の受入れを支援する。
実施主体は東大阪商工会議所。

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①オンライン型 
②リアル型 

①18 回／847 人 
②21 回／367 人 

Ｒ５ 
①オンライン型 
②リアル型 

① 4 回／151 人 
②21 回／1,033 人 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①相談件数 
②セミナー 

① 891 件 
② 202 名 

Ｒ５ 
①相談件数 
②セミナー 

未確認 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①受入企業数 
②参加人数 

①18 社 
②41 名 

Ｒ５ 
①受入企業数 
②参加人数 

①未確認 
②未確認 
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Ⅲ．操業環境の維持・確保 
都市計画法を用いた特別用途地区の指定や各種補助金等による企業誘致の推進、住工共生の理解推進を目的とし
たオープンファクトリー事業の支援等により、市民・モノづくり企業・市が一体となりモノづくり企業の操業環
境及び市民の住環境の保全創出を目指す。 

１５．オープンファクトリー（産業振興PR経費）          R5 予算 5,000 R5 決算見込 5,000
モノづくりの現場を活用し、市民や国内外からの来訪者に本
市のモノづくりを体験・体感していただくイベント等を実施
することで「モノづくりのまち東大阪」を国内外に発信し、認
知度向上と市民の誇りの醸成を図るとともに、住工共生や人
材確保等にもつなげることを目指している。 

１６．住工共生のまちづくり事業                        R5予算 142,932 R5決算見込 141,076
水走地区への特別用途地区指定をはじめとする各種規制や市内に製造業を呼び込むための補助金、土地の用途純
化誘導による市民の良好な住環境及びモノづくり企業の操業環境の保全創出による住工共生のまちの実現を目
指す。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①開催日数 
②延参加企業 
③来場者 

①2 日 
②21 社 
③4,290 名 

Ｒ５ 
①開催日数 
②延参加企業 
③来場者 

①4 日 
②34 社 
③9,031 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①工場移転支援補助金 
②相隣環境対策支援補助金 
③事業用地継承支援対策補助金 
④住工共生モノづくり立地促進補助金 
⑤住工共生まちづくり活動支援補助金 
⑥住宅建築にかかる協議件数 

①1 件 
②0 件 
③0 件 
④30 件 
⑤1 件 
⑥105 件 

Ｒ５ 

①工場移転支援補助金 
②相隣環境対策支援補助金 
③事業用地継承支援対策補助金 
④住工共生モノづくり立地促進補助金 
⑤住工共生まちづくり活動支援補助金 
⑥住宅建築にかかる協議件数 

①1 件 
②1 件 
③0 件 
④25 件 
⑤0 件 
⑥84 件 
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１７．（公財）東大阪市産業創造勤労者支援機構          R5 予算 141,466 R5 決算見込 141,466
東大阪市内の中小企業への支援を行い産業の振興と創造を推
進し、並びに東大阪市の中小企業勤労者及びその家族への福
祉の向上を図ることにより、東大阪市の健全な発展に寄与す
ることを目的とした公益財団法人への補助並びに連携。 

１８．東大阪市立産業技術支援センター                  R5 予算 71,951 R5決算見込 70,768
中小製造業等に対する技術支援等により、産業の育成及び振
興を図る。「技術の地域診療所」として技術相談員が、「モノづ
くり」に関連する企業の製品の品質向上やトラブルの対応策
等の技術面での相談を受け付けている。また、測定機器を設置
し、低廉な使用料で中小製造業等の利用に供し、中小製造業等
の技術支援に取り組んでいる。 

１９．中小企業振興会議                                      
中小企業振興条例に関する事項、施策の実施等に関する事項その他中小企業にかかる重要事項を審議するもの。

２０．中小企業経営実態調査業務                          R5 予算 1,500 R5 決算見込 1,500
市内の中小企業の景況感や抱える課題、今後の事業展開の方向性等を調査・分析する事で、必要な支援策を検
討する際の一助とすることを目的とする。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
クリエイターズプラザ 
平均利用率 

33.7％ 

Ｒ５ 
クリエイターズプラザ 
平均利用率 

31.8％ 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①技術相談 
②機器利用 
③会議室等 
④セミナーの開催 

①1,814 件 
②2,913 件 
③201 件 
④371 名 

Ｒ５ 

①技術相談 
②機器利用 
③会議室等 
④セミナーの開催 

未確認 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
製造業に関する実態ニーズ調査 
（モノづくり支援室調査） 

Ｒ５ 
東大阪市内および近隣の６大学の学生の就職意識調査 
（労働雇用政策室調査） 
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２１．モノづくり企業ネットワーク構築事業              R5 予算 3,000 R5決算見込 3,000
市内製造業者の有機的なネットワークが経営者の
世代交代や製造業者を取り巻く産業構造の変化に
より、希薄になりつつある。そのため、東大阪市
内の製造事業者間の新たなネットワークの形成を
促進する。 

２２．中小企業研究交流センター事業                       R5 予算 600 R5 決算見込 600
東大阪市域における中小企業についての専門的な調査研究と企業間の交流、市内企業ガイドブック「もうかり
メッセ東大阪」の発行などの情報提供。実施主体は東大阪商工会議所。 

２３．工業振興月間事業                                  R5 予算 748 R5決算見込 748
7 月の工業振興月間にあわせ、東大阪市域におけ
る工業活性化の指針を示すテーマを設定したセミ
ナーの開催や優良企業を表彰。実施主体は東大阪
商工会議所。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①交流会 
②勉強会 
③工場見学会 

①5 回開催／116 名 
②2 回開催／35名 
③1 回開催／9名 

Ｒ５ 
①交流会 
②大交流会 

①4 回開催／92名 
②2 回開催／70名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①「東大阪地域経済白書」発刊 
②景気動向研究会の開催 
③公開セミナーの開催 
④市域企業の情報収集（グッドカンパニー対象企業推薦） 
⑤各種調査 

Ｒ５ 

①「東大阪地域経済白書」発刊 
②景気動向研究会の開催 
③公開セミナーの開催 
④市域企業の情報収集（グッドカンパニー対象企業推薦） 
⑤各種調査 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①講演会 
②企業視察会、セミナー 
③優良企業表彰 

①136 名参加 
②3 回開催／73 人参加 
③4 社表彰 

Ｒ５ 
①講演会 
②企業視察会、セミナー 
③優良企業表彰 

①63 名参加 
②3 回開催／46 人参加 
③4 社表彰 
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２４．異業種交流連絡協議会事業                           R5 予算 250 R5決算見込 250
東大阪市内にある異業種交流グループ間において、会員相互
の連携を深めると共に、グループの活性化を図り、地域中小
企業の振興を図る。実施主体は東大阪商工会議所。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 交流大会 2 回／127 名参加 
Ｒ５ 交流大会 2 回／105 名参加 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

Ⅳ．販路開拓支援の充実 
経営課題のトップにあげられる「市場（販路・受注）拡大」。市内製造業検索サイト「技術交流プラザ」の利活用
や市内企業の優れた製品を認定する「東大阪ブランド」事業、販路開拓を支援する各種補助金などの支援策によ
り、モノづくり企業の営業力を補完していく取組みを実施している。 

２５．産業振興ＰＲ業務 R5 予算 1,232 R5決算見込 1,113

本市の製造業のポテンシャルを内外に広くアピールすることで、本市の認知度の向上と市内製造業の販路拡大を 
図る。 

２６．東大阪市技術交流プラザ                            R5 予算 6,561 R5決算見込 6,557
市内製造業検索サイトを運営するもの。データベース化した
市内製造事業者の情報など、その優れた技術や製品情報をイ
ンターネット上にて公開し、全国から加工依頼、部品調達、試
作品作りなどのビジネスマッチングにつなげる。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①モノづくり東大阪応援大使 
②東大阪フォント タグラインの活用促進 
③大阪アフリカビジネスフォーラム 
④地域内工業製品の展示 

①ふれあい祭りにて PR活動 
②26 件 
③1 日開催 227 名参加 

Ｒ５ 

①モノづくり東大阪応援大使 
②東大阪フォント タグラインの活用促進 
③大阪アフリカビジネスフォーラム 
④地域内工業製品の展示 
⑤冊子「ステキなモノがたり」製作 

①「こーばへ行こう！」にて PR活動 
②38 件 
③2 日間開催 1,363 名参加 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 

①掲載企業数 
②サイト閲覧件数 
③企業問合せ件数 
④プラザメール配信数 

①1,208 社 
②333,496 件 
③311 件 
④33 回 

Ｒ５ 

①掲載企業数 
②サイト閲覧件数 
③企業問合せ件数 
④プラザメール配信数 

未確認 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

２７．東大阪ブランド推進事業                            R5 予算 3,491 R5 決算見込 3,439
本市の事業者が製造した優れた最終製品を東大阪ブランド製品として客観的な視点で評価・認定する。当該製品
の価値を高め、市内事業者の製品開発の促進及び、認定製品を有する事業者が相互に連携して東大阪ブランドの
CI 活動を行うことを通じて本市のモノづくりのまちとしての都市イメージの向上を図る。 

２８．包括連携協定・業務提携 R5 予算 300 R5決算見込 300

企業や大学をはじめその他公官庁、支援機関など幅広い分野
において緊密な相互連携を図り、双方の資源を活用した事業
に協働で取り組むことにより、人的・財政的な面での効率化を
図りながら、双方のノウハウを活かした産業支援施策の充実
を図る。 

２９．モノづくりワンストップ推進事業                  R5 予算 24,688 R5決算見込 24,688
東大阪市産業創造勤労者支援機構に技術コーディネーターと
販路開拓コーディネーターを配置し、技術・販路の両面からき
め細かい支援サービスをワンストップで市内企業全体に提供
し、発注案件や販路開拓を支援する。 

年度 実績（Ｒ5は 2月末現在） 

Ｒ４ 

①年度末認定数 
②新規認定数 
③庁舎 1階などの認定製品の展示更新 
④企画展示の開催などのＰＲ活動 

①84 社 146 製品 
②9 社 12 製品 
③1 回 
④0 回 

Ｒ５ 

①年度末認定数 
②新規認定数 
③庁舎 1階などの認定製品の展示更新 
④企画展示の開催などのＰＲ活動 
⑤庁内調達促進チラシ作成 

①97 社 168 製品 
②16 社 26 製品 
③1 回 
④4 回 
⑤4 枚 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①職員派遣 
②その他連携による実績 

①1 人 
②2 件 

Ｒ５ 
①職員派遣 
②その他連携による実績 

①1 人 
②2 件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 相談件数 2,782 件 
Ｒ５ 相談件数 未確認 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

３０．展示会出展支援事業（モノづくり支援補助事業） R5 予算 1,500 R5 決算見込 1,500

展示会等に出展する市内中小企業者等に対し助成金を交付す
ることにより、製造業の高付加価値化施策に関係する製品の
ほか、特殊加工技術など、競争力があると考えられる製品・技
術を有する企業等の国内への販路開拓を支援する。実施主体
は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

３１．クリエイション・コア常設展示場出展支援事業（モノづくり支援補助事業）  
R5 予算 780 R5 決算見込 780

クリエイション・コア東大阪内の常設展示場に優れた技術・製
品を出展展示する製造事業者等に対し、出展料の一部を助成
する。実施主体は東大阪市産業創造勤労者支援機構。 

３２．専門見本市等共同出展事業 R5 予算 4,000 R5決算見込 4,000

出展者・来場者相互のニーズに直結する専門見本市等に複数の市内製造業及び東大阪商工会議所とともに共同
出展することで、「モノづくりのまち東大阪」の技術力の高さを国内外に広くアピールすると共に、出展する市
内製造業等の新たな顧客獲得、販路開拓、新規事業の創出を図る。 

３３．テクノメッセ東大阪開催事業 R5 予算 8,000 R5決算見込 8,000

東大阪市域製造業の多種多様な製品・技術を一堂に展示する展示会「テクノメッセ」の開催を通じ、地域産業
の活力を広くアピールすると共に出展企業の販路開拓を支援する。実施主体は東大阪商工会議所。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 17 件 
Ｒ５ 助成金交付件数 17 件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ４ 助成金交付件数 6 件 
Ｒ５ 助成金交付件数 6 件 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 第 15 回オートモーティブワールド 
出展 9 社 
商談 88 件 

Ｒ５ 第 28 回機械要素技術展 
出展 12 社 
商談 33 社 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①来場者数 
②出展社数 
③引合件数 

①8,574 名 
②92 社・団体 
③5,137 件 

Ｒ５ 
①来場者数 
②出展社数 
③引合件数 

①9,254 名 
②99 社・団体 
③6,011 件 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

３４．ラグビーグッズ販売促進事業 R5 予算 500 R5決算見込 500

中小企業が高度に集積した「モノづくりのまち・東大阪」の商工業のノウハウやアイデアを結集して、ラグビ
ーグッズ開発を目指すと共に、ラグビーグッズの販売・PRを促進する。実施主体は東大阪商工会議所。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
ラグビーグッズ開発、展示、販売及びＰＲに関する研究活動（セミナーの開催） 
ラグビーグッズ販売促進、周知活動（ラグビーグッズ展の開催、カタログサイトの運営） 

Ｒ５ 
ラグビーグッズ開発、展示、販売及びＰＲに関する研究活動（セミナーの開催） 
ラグビーグッズ販売促進、周知活動（ラグビーグッズ展の開催、カタログサイトの運営） 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

Ⅴ．Ⅰ～Ⅳ以外の支援施策(生産性向上、脱炭素化などの社会要請) 
少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少による人手不足や、2050年に向けたカーボンニュートラルの実現など、
施策体系の構築以降に生じた市内製造業を取り巻く外部環境の変化に対応するために実施している。 

３５．生産現場自動化推進プロジェクト事業                 R5 予算 500 R5 決算見込 500
企業に専門家を派遣し、人手不足や、熟練技術を有する従業員の高
齢化等の経営課題への解決策として、生産現場のロボット導入に
よる自動化の支援を行う。 

３６．2025大阪・関西万博参画支援事業                  R5 予算 5,000 R5決算見込 5,000
市域全体の活性化と「モノづくりのまち東大阪」の効果的な発信を目的として、大阪・関西万博に参画する企業
のプロモーション、大阪ヘルスケアパビリオン「展示・出展ゾーン」に出展する企業への支援を行う。 
※令和 5年度事業開始 

３７．中小企業設備投資支援事業                        R5 予算 75,000 R5 決算見込 65,814
日々の生産活動において必要不可欠であるエネルギー
価格が高騰しているなか、エネルギー消費の削減と生
産性向上を図るため、あらかじめ本市が指定する生産
設備を更新（入替）により導入する市内企業の取組み
を促進する。 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①訪問相談 
②セミナー 

①6 社 
②2 回／38 名 

Ｒ５ 訪問相談 11 社 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ５ 大阪・関西万博への出展の促進（補助） 
Ｒ６ 大阪・関西万博参画企業の支援（補助・プロモーション）
Ｒ７ 大阪・関西万博参画企業の支援（プロモーション） 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 
Ｒ２ 交付件数 176 件（4.2 億円） 
Ｒ３ 交付件数 171 件（4.4 億円） 
Ｒ４ 交付件数 170 件（4.1 億円） 
Ｒ５ 交付件数（更新のみ） 22 件（0.7 億円） 



相談 マッチング 補助金 体験

セミナー調査 PR

３８．生産性向上支援事業                           R5予算 4,000 R5 決算見込 4,000

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少により中小企業・小規
模事業者の人手不足が深刻化する中、生産性の向上に取り組
む市内モノづくり企業に専門家を派遣し、現場改善等の提案
を行い、市内製造業の強靭化を目指す。 

３９．中小企業脱炭素推進事業                           R5 予算 1,400 R5決算見込 1,400
脱炭素化に対する理解など市内企業に対する調査と脱炭素経営に取り組むための理解促進や啓発のセミナーを
開催する。 
※令和 5年度事業開始 

４０．ＤＸ／ＩＴ導入推進事業                           R5 予算 1,129 R5決算見込 1,129
市内企業の効率的な情報収集と理解の促進につながる体験を
主眼に置いた機会を創出すると同時にセミナーを開催するこ
とで、市内企業のＤＸ・ＩＴ導入を推進するもの。 
※令和 5年度事業開始 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ４ 
①ヒアリング 
②専門家派遣 
③IE 人材育成塾 

①71 社 
②27 社 
③29 名 

Ｒ５ 
①ヒアリング 
②専門家派遣 
③IE 人材育成塾 

未確認 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ５ 
①脱炭素化に対する理解など市内企業に対する調査 
②セミナーの開催 ②2 回開催／42 名 

年度 実績（Ｒ5は 1月末現在） 

Ｒ５ 
①セミナーの開催 
②展示会の開催 

①37 名 
②出展 20 社
来場 65 名 



東大阪市の製造業×AI活用の可能性

東大阪市の中小零細企業こそ、「少人数で高効率に働く」「若手人材が育つ環境を作る」「市場の変化に即応する」ために、AI の活用が大きな武器になりえるのか！？ 

カテゴリー 観点 内容 

１．生産性の向上とコスト削減

作業の自動化・省人化 画像認識 AI＋ロボットにより、検査・組立・加工などを自動化。人手不足の対策にも。

生産スケジュールの最適化 AI が受注・在庫・機械稼働状況をもとに、効率的な生産計画を自動立案。 

不良品の早期検出 カメラ＋AI で目視検査を代替し、高精度で不良品を発見。品質が安定。 

２．熟練技術の継承・技術力の維持 
熟練技能者のノウハウをデジタル化 加工条件や動作パターンを AI が記録し、若手への教育やロボット制御に活用 

作業マニュアルの自動生成 AI が動画や作業記録から、標準化された手順書を作成。品質の均一化も実現。 

３．付加価値の高い製品開発
顧客ニーズの分析 取引データや市場情報を AI が分析し、需要の変化や潜在ニーズを予測。 

新製品の設計支援 CAD と連携した AI 設計アシスタントで、開発スピードが向上。 

４．小規模ならではの柔軟性を強化
多品種少量生産への対応強化 AI により生産切替・段取り作業が効率化。短納期・個別対応に強くなる。 

低コスト AI の導入 近年はクラウド型や月額制の AI ツールも増加し、導入ハードルが低下。 

５．地域・業種を超えた連携
地域内の協業ネットワーク構築 AI を活用したマッチングや工程管理で、受発注や共同受注の連携がスムーズに。 

地域経済の活性化 地域全体で生産性向上、雇用創出、新たな産業の創出につながる。 

６．安全・働きやすい職場づくり
危険作業の自動化 高温・高負荷の作業を AI＋ロボットに置き換えて安全性向上。 

事故の予兆を検知 作業者の動き・設備の音などを AI が監視し、異常の兆候を通知 

７．海外展開・新市場開拓 
AI による多言語対応や市場調査 英語・中国語対応のチャットボットや顧客分析で、海外展開の第一歩に。 

越境 EC の自動最適化 商品データの自動翻訳・分類でネット販売も強化。 

■ＡＩ時代に生産現場で働く人物像について（Ｈ２８年度版情報通信白書より）

これまでの生産現場では、作業に必要なすべてのスキルを人が身につけ、すべての作業を自分でこなす「多能工」が求められていました。 

しかし AI が発達した今、仮に AI が作業の 8割を担うようになると、人は残り 2 割の業務に集中すればよくなります。 

 ⇒ 企業はこの 2 割のスキルを効率よく教育していくことが必要です。 

また、AI が担う 8割分の時間を、人は新しい技術や知識の習得、課題の解決など、これまで手が回らなかったことに充てられるようになります。 

こうした環境では、単に作業をこなす能力よりも、「自分から学び、挑戦しようとする姿勢」「現場の課題を見つけ、解決に向けて動ける力」が重要になります。 

将来的には、AI によって生まれた時間を使って、重要だが手が付けられなかった取組みに挑戦し、企業の発展につなげていくことが期待されています。 

資料６－１



中小製造業向け低コスト AI 活用モデル事例集 

① AI 画像検査（外観検査） 

目 的：不良品の検出・品質管理の効率化 

内 容：安価なカメラとクラウド AI を組み合わせ、製品の欠陥を自動で発見 

費 用：初期 30 100 万円（機材＋クラウド） 

導入例：・ネジ工場：目視検査を AI が代替、検査時間 1/3 に短縮 

・成型品メーカー：スマホと AI アプリで不良検出 

② 音・振動による異常検知（予知保全） 

目 的：機械の故障を未然に防ぐ 

内 容：センサーで異音・振動を AI が常時監視 

費 用：10 30 万円（センサー＋クラウド） 

導入例：・加工機：モーターの異常音を検知 

・溶接機：振動異常を AIで早期に察知 

③ AI による在庫・受注予測 

目 的：在庫管理の最適化 

内 容：販売履歴を AIが分析し、最適な発注量を提案 

費 用：月額 1万円 

導入例：・樹脂加工：材料発注を予測で自動化 

・部品商社：季節需要に応じた発注予測 

④ 熟練技能の継承と教育への活用 

目 的：熟練技能者のノウハウのデータ化。他の技術者が早期に習得できる環境を構築し、属人化の解消。 

内 容：熟練技能者の動作等を記録し、最適な加工条件を抽出・モデル化 

費 用：100～300万円（センサー・データ取得機器、ＡⅠ解析、システム開発） 

導入例：・株式会社由紀精密：高精度切削加工のデータ化・標準化 

・三元ラセン管工業：熟練工の技能記録から教育資料を自動生成 

【導入のポイント】 

①小さく始めて、効果を検証しながらスケールアップ 

②無料トライアルや補助金を活用（IT導入補助金など）

資料６－２



第３回
10月30日

第４回
令和7年2月5日

第５回
令和7年5月26日

第６回
令和7年8月頃

第７回
令和7年10月頃

●アンケート結果
の提示

●「結果」と
「課題」に
ついて共通認識

●アンケートの結果
の提示（詳細版）

●新戦略の柱の検討
に向けた「市内企
業の課題」の整理

●新たな施策体系の
柱（案）を提示

●提言に向けた審議

●新戦略骨子案の提
示

●提言に向けた審議

●新戦略骨子案の再
提示【確定】

モノづくり部会のスケジュール
資料７



東大阪市中小企業振興会議 モノづくり部会

委員名簿

（敬称略、五十音順）

  芦塚 格    近畿大学経営学部    教授

     阪上 義治   東大阪商工会議所    専務理事

  繁原 秀和   株式会社繁原製作所   代表取締役

  榛木 孝至  榛木金属工業株式会社  代表取締役社長（公募委員）

     廣田 義人   有限会社廣田工具製作所 代表取締役

  本多 哲夫   大阪公立大学商学部   教授

  柳山 稔    東大阪市工業協会    会長

（令和７年５月１日現在）














































































































